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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第40期中間会計期間、第40期、第41期、第42期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第41期中間会計期間の潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

３．第40期の１株当たり配当額には、創立40周年記念配当３円を含んでおります。 

４．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。

５. 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 1,933,091 2,072,476 2,300,135 4,324,899 4,432,530 

経常利益（千円） 53,175 40,566 151,173 205,062 205,120 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△）（千円） 
18,391 △60,972 71,785 105,368 23,973 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 630,500 630,500 630,500 630,500 630,500 

発行済株式総数（株） 4,810,000 4,810,000 4,810,000 4,810,000 4,810,000 

純資産額（千円） 2,065,083 2,028,197 2,101,969 2,143,361 2,085,055 

総資産額（千円） 3,920,863 3,682,973 3,879,086 4,165,770 3,819,907 

１株当たり純資産額（円） 429.60 421.93 437.27 445.88 433.75 

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は中間純損失金額（△）(円) 
3.83 △12.68 14.93 21.92 4.99 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 13.00 10.00 

自己資本比率（％） 52.7 55.1 54.2 51.5 54.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△94,357 △373,583 240,952 29,281 △174,935 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
98,083 △9,949 △15,724 122,862 △610,885 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△49,197 △62,194 △47,773 △49,368 △62,532 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
1,902,898 1,605,417 1,380,247 2,051,144 1,202,791 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

367 

[31]

370 

[42]

368 

[40]

354 

[33]

351 

[45]



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

  該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

事業部門別 従業員数（人） 

ソフトウェア開発事業 332  (5) 

入力データ作成事業 13  (32) 

受託計算事業 4  (2) 

管理本部 19  (1) 

合計 368 (40) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間は、米国のサブプライムローン問題、原油高等による国内景気への影響も懸念されましたが、

情報サービス産業においては、概ね安定的な成長を持続しており、受注ソフトウェア開発の売上高は堅調に推移

しております。 

  当社の主要ターゲット市場におきましても、システム開発需要は引き続き旺盛であり、当社は今年4月に新設し

ましたパートナー推進室の本格的稼動で技術者確保が進展したことにより、これらの需要に応えることができま

した。また、新入社員の早期戦力化、開発事故未然防止策が功を奏したこと等により、利益面でも前年同期を上

回る実績をあげることができました。 

  この結果、当中間会計期間の業績は、売上高2,300百万円（前年同期比11.0%増）、売上総利益362百万円（前年

同期比38.0%増）、経常利益151百万円（前年同期比272.7%増）、中間純利益71百万円（前年同期は60百万円の損

失）となりました。 

 事業部門別の概況は次のとおりであります。 

①ソフトウェア開発事業 

 ソフトウェア開発事業は、売上高2,172百万円（前年同期比15.2%増）、売上総利益355百万円（前年同期比

40.2%増）の増収増益となりました。 

②入力データ作成事業 

 入力データ作成事業は、受注量の減少により売上高95百万円（前年同期比24.4%減）、売上総利益は1百万

円（前年同期比8.7%減）となりました。 

③受託計算事業 

 受託計算事業は、受注量、受注価格とも低迷し、売上高は31百万円（前年同期比46.7%減）、売上総利益は

5百万円（前年同期比25.3%減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ177百万円増加し、当

中間会計期間末には1,380百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は240百万円（前年同期は373百万円の減少）となりました。 

 これは主に、税引前中間純利益139百万円と売上債権の減少による収入114百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は15百万円（前年同期は9百万円の減少）となりました。 

  これは主に、有形固定資産の取得による支出23百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果減少した資金は47百万円（前年同期は62百万円の減少）となりました。 

  これは、配当金の支払によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） １．金額は販売価格で表示しております。 

 ２．ソフトウェア開発事業に係る売上高のうち、機器及び商品の売上高については、当該生産実績から除外し

ております。 

 ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

当中間会計期間の受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） １．金額は販売価格で表示しております。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） １. 前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割

合は次のとおりであります。 

（注） １．総販売実績に対する割合が10%以上のものについて記載しております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．ＵＳＯＬ東京株式会社は、平成19年４月１日付で日本ユニシス・ソリューションズ株式会社から社名変更

      しております。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ソフトウェア開発事業 2,171,048 115.8 

入力データ作成事業 95,578 75.6 

受託計算事業 31,670 53.3 

合計 2,298,297 111.6 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

ソフトウェア開発事業 1,993,083 157.7 1,304,221 117.7 

入力データ作成事業 93,931 74.6 276 18.9 

受託計算事業 31,557 52.7 325 17.9 

合計 2,118,571 146.1 1,304,824 117.4 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ソフトウェア開発事業 2,172,886 115.2 

入力データ作成事業 95,578 75.6 

受託計算事業 31,670 53.3 

合計 2,300,135 111.0 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社東証システムサービス － － 393,753 17.1 

日興システムソリューションズ株式会社 225,158 10.9 283,487 12.3 

日本ユニシス株式会社 － － 240,324 10.4 

ＵＳＯＬ東京株式会社 390,097 18.8 － － 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 18,000,000 

計 18,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月25日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 4,810,000 4,810,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 4,810,000 4,810,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日 

 ～ 

平成19年９月30日  

－ 4,810,000 － 630,500 － 553,700 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

尾崎 修 東京都千代田区 1,327 27.58 

昭和システムエンジニアリン

グ従業員持株会 

東京都中央区日本橋小伝馬町15-18日本橋

ＳＫビル 
232 4.82 

尾崎 美代子 東京都千代田区 202 4.19 

有限会社オーエム商事 東京都国分寺市南町3-3-16 200 4.15 

株式会社愛媛銀行 愛媛県松山市勝山町2-1 180 3.74 

日本ユニシス株式会社 東京都江東区豊洲1-1-1 150 3.11 

尾崎 裕一 東京都目黒区 130 2.70 

瀧澤 忠孝 千葉県松戸市 130 2.70 

山口 勝彦 埼玉県さいたま市緑区 129 2.68 

山口 猷子 埼玉県さいたま市緑区 120 2.49 

計 － 2,800 58.21 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,807,000 4,807 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 4,810,000 － － 

総株主の議決権 － 4,807 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社 昭和システムエ

ンジニアリング 

東京都中央区日本橋小

伝馬町15番18号 
3,000 － 3,000 0.06 

計 － 3,000 － 3,000 0.06 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 369 360 371 350 349 331 

最低（円） 322 316 330 325 311 305 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けてお

ります。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年9月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年9月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   1,605,417   1,980,247 1,802,791   

２ 売掛金   682,354   693,454 807,843   

３ たな卸資産   87,892   76,239 30,966   

４ 繰延税金資産   182,043   102,524 135,323   

５ その他   23,500   20,827 17,105   

流動資産合計     2,581,208 70.1 2,873,294 74.1   2,794,031 73.1

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産           

１ 土地   101,043   101,043 101,043   

２ その他 ※1 60,219   71,043 58,690   

有形固定資産合計     161,262 4.4 172,086 4.4   159,733 4.2

(2）無形固定資産     11,224 0.3 3,970 0.1   5,155 0.1

(3）投資その他の資産           

１ 投資有価証券   213,113   163,616 174,328   

２ 繰延税金資産   516,452   481,819 481,721   

３ 差入保証金   112,492   112,455 112,435   

４ その他   147,217   143,523 152,501   

５ 貸倒引当金   △60,000   △71,680 △60,000   

投資その他の資産
合計 

    929,277 25.2 829,735 21.4   860,986 22.6

固定資産合計     1,101,764 29.9 1,005,791 25.9   1,025,876 26.9

資産合計     3,682,973 100.0 3,879,086 100.0   3,819,907 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年9月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年9月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   123,413   137,082 160,132   

２ 短期借入金 ※2 50,000   50,000 50,000   

３ 未払法人税等   8,965   37,601 10,735   

４ 前受金   －   2,422 1,890   

５ 賞与引当金   184,000   212,261 170,000   

６ 役員賞与引当金   －   4,600 －   

７ その他   118,347   118,906 121,351   

流動負債合計     484,726 13.1 562,874 14.5   514,109 13.4

Ⅱ 固定負債           

１ 役員退職慰労未払
金 

  －   106,014 －   

２ 退職給付引当金   1,064,144   1,108,227 1,101,342   

３ 役員退職慰労引当
金 

  105,904   － 119,400   

固定負債合計     1,170,049 31.8 1,214,242 31.3   1,220,742 32.0

負債合計     1,654,775 44.9 1,777,116 45.8   1,734,851 45.4

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     630,500 17.1 630,500 16.2   630,500 16.5

２ 資本剰余金           

(１)資本準備金   553,700   553,700 553,700   

資本剰余金合計     553,700 15.0 553,700 14.3   553,700 14.5

３ 利益剰余金           

(１)利益準備金   99,000   99,000 99,000   

(２)その他利益剰余
金 

          

 別途積立金   740,000   740,000 740,000   

 繰越利益剰余金   161,779   270,440 246,724   

利益剰余金合計     1,000,779 27.2 1,109,440 28.6   1,085,724 28.4

４ 自己株式     △1,123 △0.0 △1,123 △0.0   △1,123 △0.0

株主資本合計     2,183,855 59.3 2,292,517 59.1   2,268,801 59.4

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

    23,719 0.6 △11,168 △0.3   △4,366 △0.1

２ 土地再評価差額金     △179,378 △4.8 △179,378 △4.6   △179,378 △4.7

評価・換算差額等
合計 

    △155,658 △4.2 △190,547 △4.9   △183,745 △4.8

純資産合計     2,028,197 55.1 2,101,969 54.2   2,085,055 54.6

負債純資産合計     3,682,973 100.0 3,879,086 100.0   3,819,907 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,072,476 100.0 2,300,135 100.0   4,432,530 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,809,804 87.3 1,937,652 84.2   3,793,866 85.6

売上総利益     262,671 12.7 362,483 15.8   638,664 14.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    223,644 10.8 220,545 9.6   432,781 9.8

営業利益     39,027 1.9 141,938 6.2   205,882 4.6

Ⅳ 営業外収益 ※１   3,620 0.2 10,128 0.4   6,989 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   2,081 0.1 893 0.0   7,751 0.2

経常利益     40,566 2.0 151,173 6.6   205,120 4.6

Ⅵ 特別利益 ※３   － － － －   23,660 0.5

Ⅶ 特別損失 ※４   138,375 6.7 11,680 0.5   138,375 3.1

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
(△) 

    △97,808 △4.7 139,493 6.1   90,405 2.0

法人税、住民税及
び事業税 

  2,095   30,280 4,395   

法人税等調整額   △38,931 △36,836 △1.8 37,427 67,707 3.0 62,037 66,432 1.5

中間（当期）純利
益又は中間純損失
(△) 

    △60,972 △2.9 71,785 3.1   23,973 0.5

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

630,500 553,700 553,700 99,000 740,000 285,242 1,124,242 △1,123 2,307,318 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当（注） － － － － － △62,491 △62,491 － △62,491 

中間純損失（△） － － － － － △60,972 △60,972 － △60,972 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － － △123,463 △123,463 － △123,463 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

630,500 553,700 553,700 99,000 740,000 161,779 1,000,779 △1,123 2,183,855 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

15,421 △179,378 △163,957 2,143,361 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注） － － － △62,491 

中間純損失（△） － － － △60,972 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

8,298 － 8,298 8,298 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

8,298 － 8,298 △115,164 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

23,719 △179,378 △155,658 2,028,197 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

630,500 553,700 553,700 99,000 740,000 246,724 1,085,724 △1,123 2,268,801 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当 － － － － － △48,070 △48,070 － △48,070 

中間純利益 － － － － － 71,785 71,785 － 71,785 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － － 23,715 23,715 － 23,715 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

630,500 553,700 553,700 99,000 740,000 270,440 1,109,440 △1,123 2,292,517 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

△4,366 △179,378 △183,745 2,085,055 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当 － － － △48,070 

中間純利益 － － － 71,785 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△6,802 － △6,802 △6,802 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△6,802 － △6,802 16,913 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

△11,168 △179,378 △190,547 2,101,969 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

630,500 553,700 553,700 99,000 740,000 285,242 1,124,242 △1,123 2,307,318 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当（注） － － － － － △62,491 △62,491 － △62,491 

当期純利益 － － － － － 23,973 23,973 － 23,973 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － － △38,517 △38,517 － △38,517 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

630,500 553,700 553,700 99,000 740,000 246,724 1,085,724 △1,123 2,268,801 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

15,421 △179,378 △163,957 2,143,361 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注） － － － △62,491 

当期純利益 － － － 23,973 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△19,787 － △19,787 △19,787 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△19,787 － △19,787 △58,305 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

△4,366 △179,378 △183,745 2,085,055 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャ 
ッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益又は税引前中
間純損失(△) 

  △97,808 139,493 90,405

減価償却費   13,543 9,936 28,042

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  － 11,680 －

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  14,000 42,261 －

役員賞与引当金の増
減額（減少：△） 

  － 4,600 －

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  △7,909 6,885 29,287

役員退職慰労引当金
の増減額（減少：
△） 

 ※２ △256,504 △119,400 △243,008

受取利息及び受取配
当金 

  △1,738 △4,099 △3,535

支払利息   133 147 326

投資有価証券売却益   － － △23,660

有形固定資産除却損   196 572 196

投資事業組合運用損   1,098 － 6,575

売上債権の増減額
（増加：△） 

  149,720 114,388 24,231

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △63,167 △45,273 △6,241

その他の流動資産の
増減額（増加：△） 

  △7,552 △2,939 △544

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  △56,194 △23,049 △19,475

その他の流動負債の
増減額（減少：△） 

  6,330 △816 10,950

役員退職慰労未払金
の増減額（減少：
△)  

 ※２ － 106,014 －

その他   △359 △70 73

小計   △306,211 240,331 △106,376

利息及び配当金の受
取額 

  1,738 3,321 2,922

利息の支払額   △149 △152 △342

法人税等の支払額   △68,960 △2,548 △71,139

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △373,583 240,952 △174,935

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャ 
ッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  － △300,000 △600,000

定期預金の払戻によ
る収入 

  － 300,000 －

有形固定資産及び無
形固定資産の取得に
よる支出 

  △10,056 △23,935 △14,698

投資有価証券の取得
による支出 

  △653 △633 △34,561

投資有価証券の売却
による収入 

  － － 39,860

貸付けによる支出   － － △7,800

貸付金の回収による
収入 

  7,590 6,209 10,181

差入保証金の差入に
よる支出  

  △10,711 △20 △10,834

差入保証金の返還に
よる収入  

  5,161 － 5,341

その他投資に関する
支出（純額） 

  △1,279 2,654 1,625

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △9,949 △15,724 △610,885

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

配当金の支払額   △62,194 △47,773 △62,532

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △62,194 △47,773 △62,532

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  △445,727 177,455 △848,352

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,051,144 1,202,791 2,051,144

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 1,605,417 1,380,247 1,202,791

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。） 

  

時価のあるもの 

 同左 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法

及び償却原価法（定額法）

を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法

及び償却原価法（定額法）

を採用しております。 

  (2）たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりです。 

建物     15 ～ 47年 

器具及び備品 3 ～ 6年 

(1）有形固定資産 

 同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用

可能期間(５年）に基づく定額

法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、当中間会計期間に

負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、当期に負担すべき

支給見込額を計上しておりま

す。 

  (3)    ───── (3) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額のうち、当中間会計期間負

担額を計上しております。 

(3)    ───── 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理しており

ます。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により翌期から費用処

理しております。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当中間会計期間末に

おける要支給額を計上しており

ます。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金については、

従来、当中間会計期間末におけ

る要支給額を計上しておりまし

たが、平成19年6月28日開催の

株主総会において役員退職慰労

金制度廃止に伴う打切り支給を

決議し、同日開催の取締役会に

おいて当該廃止日までの在任期

間に対応する役員退職慰労金を

各役員の退任時に支給すること

を決議しております。 

 これに伴い、役員退職慰労金

制度廃止日における役員退職慰

労金の未払額106,014千円を、

固定負債の「役員退職慰労引当

金」から「役員退職慰労未払

金」に振替えて表示しておりま

す。 

 なお、前事業年度末から役員

退職慰労金制度廃止までの期間

に対応する役員退職慰労金相当

額4,423千円は、販売費及び一

般管理費（役員退職慰労引当金

繰入額）として処理しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、内規による期

末要支給額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヵ

月以内に償還期限の到来する短期

的な投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第５号 平成17年12月９日)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は2,028,197千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、中間

財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

中間財務諸表等規則により作成しており

ます。 

 ───── 

  

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は2,085,055千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

      128,722千円          133,551千円 137,145千円 

※２．当座貸越契約         

当座貸越極度額 

 借入実行残高 

差引額 

      200,000千円 

50,000 

 150,000 

  200,000千円 

    50,000 

        150,000 

  200,000千円 

    50,000 

        150,000 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重

要なもの 

受取利息      224千円 

受取配当金      1,513千円 

受取家賃 870千円 

受取利息 2,980千円 

受取配当金     1,119千円 

受取家賃 870千円 

受取利息 1,150千円 

受取配当金 2,385千円 

受取家賃 1,740千円 

※２．営業外費用のうち重

要なもの 

支払利息     133千円 

固定資産除却損        196千円 

投資事業組合運

用損 

1,098千円 

支払利息    147千円 

固定資産除却損      572千円 

     

支払利息       326千円 

固定資産除却損        196千円 

投資事業組合運

用損 

6,575千円 

※３．特別利益のうち重要

なもの 

──── ──── 投資有価証券売

却益 

23,660千円 

※４．特別損失のうち重要

なもの 

役員退職功労金 138,375千円 貸倒引当金繰入額 11,680千円 役員退職功労金 138,375千円 

  ５．減価償却実施額       

有形固定資産           7,468千円       8,751千円    15,891千円   

無形固定資産           6,075千円        1,184千円           12,151千円   



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

 （注）１株当たり配当額の内訳 

普通配当  10円   記念配当  ３円  

 （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。  

 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 4,810,000 － － 4,810,000 

合計 4,810,000 － － 4,810,000 

自己株式        

普通株式 3,000 － － 3,000 

合計 3,000 － － 3,000 

 （１）配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円）（注）

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 62,491 13 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 4,810,000 － － 4,810,000 

合計 4,810,000 － － 4,810,000 

自己株式        

普通株式 3,000 － － 3,000 

合計 3,000 － － 3,000 



 ３．配当に関する事項 

 （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。  

 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

 （注）１株当たり配当額の内訳 

普通配当  10円   創立40周年記念配当  ３円 

 （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 （１）配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 48,070 10 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 4,810,000 － － 4,810,000 

合計 4,810,000 － － 4,810,000 

自己株式        

普通株式 3,000 － － 3,000 

合計 3,000 － － 3,000 

 （１）配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円）（注）

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 62,491 13 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 48,070 利益剰余金 10 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

（千円） （千円） （千円） 

現金及び預金勘定 1,605,417

現金及び現金同等物 1,605,417

現金及び預金勘定 1,980,247

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金  
△600,000

現金及び現金同等物 1,380,247

現金及び預金勘定 1,802,791

預入期間が３ヵ月を超える 

定期預金  
△600,000

現金及び現金同等物 1,202,791

※２．   ───── ※２．役員退職慰労金制度の廃止に

伴い、中間貸借対照上、役員退職

慰労金の未払額を役員退職慰労引

当金から役員退職慰労未払金に振

替えております。中間キャッシ

ュ・フロー計算書の役員退職慰労

引当金の減少額と役員退職慰労未

払金の増加額には、振替による増

減額がそれぞれ106,014千円含ま

れております。 

※２．   ─────  



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  有形固定資産 

「その他」 

取得価額相当額 19,000千円

減価償却累計額相

当額 
2,374 

中間期末残高相当

額 
16,625 

  有形固定資産 

「その他」 

取得価額相当額      31,000千円

減価償却累計額相

当額 
    11,124 

中間期末残高相当

額 
    19,875 

  有形固定資産 

「その他」 

取得価額相当額      31,000千円

減価償却累計額相

当額 
    6,749 

期末残高相当額     24,250 

 (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

 (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

  (2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 4,958千円

１年超 12,396 

合計 17,355 

１年内   9,133千円

１年超       11,612 

合計       20,746 

１年内   9,133千円

１年超       16,179 

合計      25,313 

 (3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 (3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  (3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料         2,479千円

減価償却費相当額   2,374千円

支払利息相当額    191千円

支払リース料         4,566千円

減価償却費相当額 4,374千円

支払利息相当額 272千円

支払リース料         7,046千円

減価償却費相当額 6,749千円

支払利息相当額 515千円

 (4）減価償却費相当額の算定方法  (4）減価償却費相当額の算定方法  (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。  

同左 同左 

 (5）利息相当額の算定方法  (5）利息相当額の算定方法   (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 130,521 170,724 40,203 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 130,521 170,724 40,203 

  前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 12,800 

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資金 29,389 

その他 199 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 149,062 130,132 △18,930 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 149,062 130,132 △18,930 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

 （注） 減損処理にあたっては、事業年度末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して減損処理を行っております。 

  当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 12,800 

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資金 20,683 

  

前事業年度（平成19年３月31日現在） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 148,429 141,027 △7,401 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 148,429 141,027 △7,401 

  前事業年度（平成19年３月31日現在） 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 12,800 

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資金 20,500 



（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 

（持分法損益等） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

   至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

   至  平成19年３月31日） 

該当事項はありません。  同左 同左  

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

   至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

   至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。  同左 同左  

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

   至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

   至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。  同左 同左  



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

    421円  93銭 437円 27銭 433円 75銭 

１株当たり中間純損失金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

12円  68銭 14円 93銭 4円 99銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、1株当た

り中間純損失金額であり、また、潜

在株式が存在しないため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（千円） 
△60,972 71,785 23,973 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は普通株式に係る中間純損失（△）  

（千円） 

△60,972 71,785 23,973 

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,807 4,807 4,807 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第41期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出 

 (2)有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年10月１日関東財務局長に提出 

 事業年度（第41期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で 

 あります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１８年１２月１３日

株式会社 昭和システムエンジニアリング     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 米澤 英樹 

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 中川 幸三 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社昭和システムエンジニアリングの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４１期事業年度の中間会計

期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社昭和システムエンジニアリングの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１９年１２月５日

株式会社 昭和システムエンジニアリング     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 米澤 英樹 

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 中川 幸三 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社昭和システムエンジニアリングの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第４２期事業年度

の中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社昭和システムエンジニアリングの平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。 
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